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Summary : For the purpose of making a School Crisis Intervention (SCI) manual and a kit, data on needs for
SCI for school teachers were collected from all educational boards, high schools, junior high schools, elementary
schools and some nursery schools in Akita prefecture through the use of a self‑evaluating questionnaire. As a
result, we received data from 527 school teachers, a return rate of 51.7%. They were mainly from assistant
principals and Yogo‑Teachers (nurse‑teachers.) 75.9% of them were familiar with SCI but said they needed
SCI guidance in various situations especially situations such as “in school (on campus),” “suicide,” “deaths or
injuries.” Regarding the human resources for SCI, they would need some assistance from clinical psychologists
and members of the board of education from a few days up to a week. They also would expect counseling,
assessment of psychological damage and advice from specialist dealing with such affected children.






















































































































































































































































































































































































Ｄ（Post Traumatic Stress Disorder）は、トラ
ウマティックな体験から１カ⽉経過しないと診断
できないように、心理的トラウマは、中長的にも
問題を抱えることは知られている。初動期の活動
のマニュアルに加え、中長期の対応についても検
討し、マニュアルにどう盛り込むかは、まだ課題
が残る。
支援内容として、当該児童・生徒および関係の
深い児童・生徒に対しては、臨床心理士によるカ
ウンセリング、心理的ダメージの評価、医師・養
護教諭の健康相談が求められているが、事案Ｅで
は臨床心理士によるカウンセリングが最も多くな
っているのに対し、事案Ｋでは、心理的ダメージ
の評価が最も多くなっている。カウンセリングや
心理的ダメージの測定方法については、どのよう
な方法を採用するのかについて具体的な指針や方
法をマニュアルに明記する必要がある。
他の生徒に対する対応として求められているの
は、両方とも心理的ダメージの評価、臨床心理士
によるカウンセリング、医師・養護教諭による健
康相談である。回答者には養護教諭が多くおり、
⾃分たちの役割を認識して回答されているのかも
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しれない。ＳＣと医師・養護教諭の健康相談との
連携を視野に⼊れたマニュアル作りが必要であろ
う。
保護者に対して求められている対応は、保護者
会への出席、子供への接し方についての資料提供
であり両事案で一致している。専⾨家からの説明
やアドバイス、資料などが求められていると考え
られる。
教職員に対する対応では、両事案で子供への接
し方についての資料の提供が最も多く、他に臨床
心理士によるカウンセリング、個別相談、心理的
ダメージの評価、研修などが求められている。事
案Ｋにおいては、臨床心理士によるカウンセリン
グと個別相談が同程度必要とされている。
保護者や教職員向け資料については、常に最新
の資料が⼊⼿可能な体制を整えるとともに、それ
を提供する方法も検討しておかなければならない。
マスコミへの対応については、両事案とも対応
へのアドバイスということで一致している。学校
緊急支援での記者会見等については学校の責任に
おいて⾏うものと考えていると推察される。
他機関との連携においては、両事案とも警察を
一番に挙げ、ついで病院であるが、事案Ｋでは児
童相談所もあげられている。事案Ｅは、児童・生
徒は被害者と考えられるが、事案Ｋでは児童・生
徒が加害者でもあり被害者でもあるということに
なるので、上記のような多少の違いが生じたもの
と考えられる。
今まで経験した学校緊急支援については「⼤変
よかった」70.1％、「おおむねよかった」28.4％、
合計で98.5％の⼈がよかったと評価している。そ
の理由は、対応の迅速さ、専⾨性の高さなどによ
るものと考えられる。しかし、一部であるが、⾃
校の養護教諭の活用がなされなかったり、必ずし
も適切という対応でなかったり、臨床心理士は本
務の関係で⽇替わりになることが多かったりした
ので、批判的評価も見られる。この点については、
今後マニュアルを作る上でもどのような体制でど
のように支援するのかをしっかり検討する必要が
ある。
今後学校緊急支援を活用したいかという質問に
は、総回答数の86.1％（この項目にチェックした
回答者については100％）が活用したいと答えて
おり、活用したくないと回答した⼈はいなかった。
活用したい理由としては、外部性と専⾨性に関す
る回答が多い。このことから、学校緊急支援が要
請される可能性は今後も高いと考えられるので、
本調査を踏まえて早急に学校緊急支援マニュアル
とキットの作成に取り掛かる必要があると考えら
れる。
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